

































































































































































































































































































































1 1 0 0 1 0 0 1 0 0
2 1 0 0 1 0 0 0 1 0
3 1 0 0 1 0 0 0 0 1
4 1 0 0 0 1 0 1 0 0
5 1 0 0 0 1 0 0 1 0
6 1 0 0 0 1 0 0 0 1
7 0 1 0 1 0 0 1 0 0
8 0 1 0 1 0 0 0 1 0
9 0 1 0 1 0 0 0 0 1
10 0 1 0 0 1 0 1 0 0
11 0 1 0 0 1 0 0 1 0
12 0 1 0 0 1 0 0 0 1
13 0 0 1 1 0 1 0 0 0
14 0 0 1 1 0 0 1 0 0
15 0 0 1 0 1 1 0 0 0









学　　年 学部3・4年生 0．Ol94899 0．34292
大学院生 0．2070134
男　　性 0．1009575
牲　　別
女　　性 一〇．1766756
0．27763
大学A（東京の私大） 一〇．4846629
大学B（東京の私大） 一〇．0227193
大　　学
大学C（地方の私大） 0．3556339
0．84030
大学D（地方の私大） 一〇．0339319
定　数　項 0．5196074
重相関係数 0，902
　表3において，学年別のカテゴリースコアの推定値を見ると，大学院の値が正で最も大きいこ
とがわかる。本研究のアンケート調査は，社会科学系の研究科に所属する大学院生を対象に行っ
たため，大学院生の本来の目的がスペシャリストとしての自身の専門性向上にあるにもかかわら
ず，前述のジョブ・ローテーションにより幅広い職務を経験することの重要性を強く認識し，終
身雇用システムを優れたシステムとして受け入れる傾向のあることが示唆される。これは興味深
い結果であり，氷河期と呼ばれる現在の就職状況が，自身の高い専門性のみならず，幅広い知識
とスキルを吸収しようとする積極性を大学院生に注入する役割を果たしているからではないかと
思われる。
　次に，性別のカテゴリースコアの推定値を見ると，男性は終身雇用システムに肯定的な傾向を
示し，女性は逆の傾向を示していることがわかる。これは，現在の社会・経済システムにおいて，
女性は結婚や出産を機に退職せざるを得ないという現実が待ちかまえている（18）からではないか
と思われる。
　一方，各アイテム内のカテゴリー間の差（レンジ）を見ると，大学間の差異が非常に大きいこ
とがわかる。こうした差異の背後には，大学の所在地や先輩の就職状況など，さまざまな要因が
絡み合っているものと思われる。ここで，こうした要因について掘り下げてみると，まず，大学
C（地方私大）のカテゴリースコアの推定値が正で高い値となっていることがわかる。当該大学
では，公務員養成に重点を置いた教育を展開しており，多くの学生が公務員という最も安定した
（と考えられている）雇用システムの組織を志望している。上記の結果は，こうした教育方針が，
終身雇用システムに対して高く評価する方向へと当該大学の学生を導いているからではないかと
（18）　内閣府男女共同参画局　“女性のライフプランニング支援に関する調査報告書”，2007年
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思われる。次に，東京に所在地を置く大学（大学A，大学B）のカテゴリースコアに注目すると，
これらの推定値は負の値となっていることがわかる。これは，東京では，地方に比較すると新卒
の就職活動のみならず転職をする際の選択肢の幅が広いために，終身雇用に拘らない学生が多い
からではないかと思われる。最後に，大学D（地方私大）のカテゴリースコアを見ると，負の値
となっている。当該大学では，同じように地方に位置している大学Cとは異なり，多くの学生
が東京の一般企業を志望しているため，東京の大学（大学A，大学B）と同様の傾向を示してい
るものと思われる。
　また，アシケート調査で得られた実測値と，提案モデルの予測値との重相関係数は0，902となっ
ており，高いモデルのフィットネスを確認することができた。以上のように，アンケート調査に
よる分析から，現実に即したパラメータの推定値と高い重相関係数が得られており，本研究の提
案モデルは，終身雇用システムの評価問題において，評価者の属性（学年別，性別，大学別）の
差異から生じる評価傾向を簡潔な形式での記述を可能にしている。
6．おわりに
　本研究では，日本の「終身雇用システム」に対する評価の問題に注目し，そのための定量的な
分析アプローチの提示を試みた。そこで，まず終身雇用システムと転職・中途採用システムに関
する筆者らの一連の先行研究（’9）を概説した上で，学生の属性から生じる評価傾向を分析するた
めの「終身雇用システムに対する評価の分析モデル」を新たに提案した。
　さらに，大学生・大学院生を対象にしたアンケート調査を行い，そのデータを提案モデルに適
用することにより，提案モデルの妥当性を確認した。こうした本研究の提案モデルは，終身雇用
システムの評価問題に対する，新たな定量的アプローチの可能性を示唆するものであろう。
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